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新居浜市の給与・定員管理等について  

 

１  総括  

（１）人件費の状況（普通会計決算）  

区  分  
住民基本台帳人口  

（ H27年 1月 1日）  

歳  出  額  

Ａ  

実質収支  人  件  費  

Ｂ  

人件費率  

Ｂ /Ａ  

(参考 )25年度  

の人件費率  

26年度  12万 3,330人  486億 1,353万 1千円  5億 6,596万 4千円  75億 5,729万 4千円  15.5％  16.3％  

 

（ ２ ） 職員給与費の状況（普通会計決算）  

区  分  
職員数  

Ａ  

給      与      費  

 

(参考)一人当

たり給与費 

Ｂ／Ａ 

(参考)類似団

体平均一人当

たり給与費 給   料  職員手当    期末・勤勉手当  計  Ｂ  

26年度   7 7 2人  30億 9,543万 9千円  6億 2,089万 6千円  11億 5,747万 6千円  48億 7,381万 1千円  631万 3千円  618万 4千円  

   （注）１  職員手当には退職手当を含んでいません。  

 ２  職員数は、平成２６年４月１日現在の人数です。  

 ３  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れており、職員数には当該職員を含んでいません。  

 

（３）ラスパイレス指数の状況  

 

（注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた

め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給

表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。  

２  類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純  

平均したものです。  

３  平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法

による給与減額措置がないとした場合の値です。  
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（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

 

 

①給料表の見直し  

［ 実施  未実施］ 

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内

容（未実施の場合には、その理由））  

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域手当の見直し  

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）  

③その他の見直し内容  

 

 

 

２  職員の平均給与月額、初任給等の状況  

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２７年４月１日  

現在）  

①一般行政職                                                                            

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース）  

新居浜市 43.2歳 337,744円 440,117円 371,037円 

愛 媛 県 44.9歳 346,626円 441,040円 379,445円 

国 43.5歳 334,283円 ― 408,996円 

類似団体 42.5歳 324,351円 410,268円 366,141円 

【給料表の改定実施時期】 

平成２７年４月１日 

【内容】 

行政職給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２．１％引下げ。若年層につ

いては、１級の全号給及び２級の一部号給は引下げなし。高齢層については、５０歳

台後半層における官民の給与差を考慮して最大４％引き下げ。激変緩和のため、３年

間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ

及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。  

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成

２７年４月１日実施） 

 

 

【実施内容】東京都特別区・高松市に係る地域手当について、国と同様に見直しを実施  

【実施時期】平成２７年４月１日実施。段階的に支給割合を引き上げる。 

【支給割合】 

支給地域 
平成２６年度 

の支給割合 

平成２７年度の支給割合 見直し後の支給割合 

（H28.4.1） ４月１日時点 遡及改定後 

東京都特別区 １８％ １８％ １８．５％ ２０％ 

高松市  ３％ ４％ ５％  ６％ 

【そ の 他】新居浜市に係る地域手当については、国基準における場合の支給割合が０

％のため、未支給。 
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②技能労務職   

区   分  

公   務   員  民    間  参考  

平均年齢 職員数  平均給料月額  
平均給与月額  

（Ａ）  

平均給与月額  

（国比較ベース） 

対応する民間

の類似職種  
平均年齢  

平均給与月額

（Ｂ） 
Ａ /Ｂ  

新居浜市  53.0歳  28人  379,415円  388,853円  385,592円  ― ― ― ― 

 
う ち 学 校

給食員  
※  ※  ※ ※  ※ 調理士  43.5歳  217,100円  1.79 

 う ち 自 動

車運転手 
※ ※  ※ ※  ※ 

自家用乗用 

自動車運転者 
56.2歳  198,200円  1.96 

 

愛媛県  50.7歳  254人  331,991円  369,358円  348,722円  ― ― ― ― 

国  50.2歳  2,994人  289,141円  ―  328,318円  ― ― ― ― 

類似団体  49.7歳  56人  327,399円  374,353円  355,622円  ― ― ― ― 

※個人情報保護の観点から、記載を省略しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成２４年

～２６年の３ヶ年平均）。  

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に

一致しているものではありません。  

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍した

ものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年

間賞与の額を加えた試算値です。  

 

 （注）１  「平均給料月額」とは、平成２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平

均です。  

        ２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間  

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお  

いて明らかにされているものです。  

      また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝  

     時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。  

     

 

 

                                                                          

 

区   分  

参     考  

年収ベース（試算値）の比較  

公務員  

（Ｃ）  

民  間  

（Ｄ）  
Ｃ /Ｄ  

新居浜市  634 万 4,536 円 ― ― 

 うち学校給食員  ※  285 万 4,900 円  2.22 

うち自動車運転手 ※  275 万 5,700 円  2.30 
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（２）職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）  

区    分 新居浜市 愛媛県 国 

一般行政職 
大 学 卒 174,200円 177,600円 174,200円 

高 校 卒 142,100円 144,300円 142,100円 

 

技能労務職 

 

高 校 卒 142,100円 140,099円 － 

中 学 卒 131,200円 124,432円 － 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在）  

区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 
大学卒 264,900円 365,935円 386,780円 407,016円 

高校卒 222,000円 309,750円 366,100円 392,800円 

技能労務職 
高校卒 － － － － 

中学卒 － － － － 

（ 注 ） 経 験 年 数 と は 、 卒 業 後 直 ち に 採 用 さ れ 引 き 続 き 勤 務 し て い る 場 合 は 、 採 用  

   後 の 年 数 を い い ま す 。  

 

３  一般行政職の級別職員数等の状況  

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２７ 年４月１日現在）  

区  分 標準的な職務内容  職員数 構成比 
１号給の     

給料月額  

最高号給の  

 給料月額  

１級  主事 52人 10.2％  137,600 円   244,900 円  

２級  上級主事 47人 9.2％  187,700 円   301,900 円  

３級  主任      69人 13.5％  223,900 円   347,700 円  

４級  係長、主査     166人 32.4％  258,300 円   378,700 円  

５級  副課長 85人 16.6％  285,000 円   390,700 円  

６級  課長、主幹、技幹  61人 11.9％  315,800 円   407,900 円  

７級  次長 22人 4.3％  360,100 円   442,600 円  

８級  部長 10人 1.9％  405,800 円   466,300 円  

合    計 512人 100.0％   

（ 注 ） １ 新 居 浜 市 の 給 与 条 例 に 基 づ く 給 料 表 の 級 区 分 に よ る 職 員 数 で す 。  

２ 標 準 的 な 職 務 内 容 と は 、 そ れ ぞ れ の 級 に 該 当 す る 代 表 的 な 職 務 で す 。  



- 5 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）昇給への勤務成績の反映状況 

全職員を対象に、人材育成、能力開発、勤労意欲の増進等を目的に人事評価制度を実施

しています。なお、昇給については、所属長から提出のあった内申書に基づく勤務成績

によって決定しており、人事評価制度を直接昇給へ反映することは、現在のところ検討

中です。  

 

４ 職員の手当の状況 

（１） 期末手当・勤勉手当 

新居浜市  愛媛県  国  

1人 当 た り 平 均 支 給 額  

（平成 26年度）     147万 0千円  

1人 当 た り 平 均 支 給 額  

（平成 26年度）    162万 3千円  
－  

（平成 26年度支給割合）  

期末手当      勤勉手当   

  2.60月分      1 . 5月分    

 (1.45月分 )     (0.7月分 ) 

（平成 26年度支給割合）  

期末手当      勤勉手当  

  2.60月分      1 . 5月分   

( 1.45月分 )     (0.7月分 ) 

（平成 26年度支給割合）  

期末手当      勤勉手当   

  2.60月分      1 . 5月分    

 (1.45月分 )     (0.7月分 ) 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置  

役職加算   5～ 20％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置  

役職加算   5～ 20％  

管理職加算 15～ 25％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置  

役職加算   5～ 20％  

管理職加算 10～ 25％  

 （注）  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。  

１級 10.2% １級 9.8% 
１級 5.0% 

２級 9.2% 
２級 7.3% 

２級 7.3% 

３級 13.5% 
３級 15.4% ３級 23.6% 

４級 32.4% ４級 32.3% ４級 29.1% 

５級 16.6% ５級 17.9% ５級 17.5% 

６級 11.9% ６級 10.6% ６級 12.2% 

７級 4.3% ７級 4.9% ７級 3.5% 

８級 1.9% ８級 1.8% ８級 1.8% 
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【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

全職員を対象に、人材育成、能力開発、勤労意欲の増進等を目的に人事評価制度

を実施しており、平成２６年１２月から人事評価結果を勤勉手当へ反映していま

す。  

 

 

（２）退職手当（平成２７年４月１日現在）  

新 居 浜 市 国 

（支給率）     自己都合   早期・定年 

勤続２０年     20.445月分 25.55625月分 

勤続２５年     29.145月分  34.5825月分 

勤続３５年     41.325月分    49.59月分 

最高限度額      49.59月分    49.59月分 

その他の加算措置   なし    あり* 

*定年前早期退職特別措置（ 2～ 45％加算）  

1人当たり平均 
支給額            184万 3千 円  2 , 2 7 7万 6千 円  

（支給率）     自己都合   早期・定年 

勤続２０年     20.445月分 25.55625月分 

勤続２５年     29.145月分  34.5825月分 

勤続３５年     41.325月分    49.59月分 

最高限度額      49.59月分    49.59月分 

その他の加算措置   なし    あり* 

*定年前早期退職特別措置（ 2～ 45％加算） 

 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された平均額です。  

 

（３）地域手当（平成２７年４月１日現在）  

支 給 実 績（平成26年度決算） 79万4千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 79万4千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都特別区 18％  1人 18％ 

香川県高松市 3％ 0人 3％ 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

９９．９ 

（９９．９） 

（注）  地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数のこ

とです。  

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に  

基づく地域手当支給率）により算出しています。）  

 

（４）特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）  

支給実績（平成26年度決算） 3,662万1千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 10万3千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 43.0％ 

手当の種類（手当数） 21 
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手当の名称  主な支給対象職員及び支給対象業務  
支給実績       

(平成 26年度決算 ) 

左 記 職 員 に 対 す る   

支給単価  

滞納整理手当（甲）  差押物件の引揚げに従事した職員  0千円  １件     920円  

〃    （乙）  

市税その他の歳入、国民健康保険料及び介護

保険料の滞納整理事務のため２時間以上外

出勤務した職員  

     17万 6千円  日額     370円  

生活保護業務手当  生活保護に関する業務に従事した職員    150万 1千円  日額     380円  

福祉施設勤務手当（甲）  

東新学園及び慈光園に勤務する職員（以下「

福祉施設勤務職員」という。）で、入所者の

養護業務に従事し、かつ、正規の勤務時間が

午後８時から翌日午前５時までの間の全部

を含む勤務であるもの  

    92万 8千円  １勤務   2,500円  

〃    （乙）  

福祉施設勤務職員で、入所者の養護業務に従

事しかつ、正規の勤務時間が午後８時から翌

日午前５時までの間の一部を含む勤務であ

るもの  

 

     61万 3千円  １勤務     800円  

福祉施設勤務手当（丙）  
福祉施設勤務職員で、入所者の養護業務に従

事したもの  
    24万 3千円   １勤務   170円  

死亡人処理手当  
独居人、行旅死亡人等の死体処理に従事した

職員  
    133万 2千円  １件   12,000円  

防疫作業手当  
感染症の予防、感染症患者の収容等の作業に

従事した職員  
        0千円  日額      980円  

火葬業務手当（甲）  
火葬業務に従事した職員（斎場に勤務する職

員を除く。）  
    0千円  １体    3,000円  

〃      （乙）  
斎場に勤務する職員で、火葬、葬儀等の業務

に従事したもの  
     0千円   日額     750円  

犬ねこ等死体処理手当  犬ねこ等の死体処理に従事した職員    1万 3千円  １体      500円  

清掃施設勤務手当（甲）  

衛生センターに勤務する職員で、施設の機器

若しくは設備の点検、整備、清掃等又はし尿

の処理等の作業に従事したもの  

76万 7千円   日額     820円  

     〃    （乙）  

清掃センター及び最終処分場に勤務する職

員で、施設の機器若しくは設備の点検、整備

、清掃等又は廃棄物の処理等の作業に従事し

たもの  

    152万 1千円   日額     720円  

用地交渉業務手当  
用地の取得、補償等の交渉業務のため外出勤

務した職員  
   6万 6千円  日額     180円  

乗船手当（甲）  渡海船の船長として乗船勤務した職員    11万 1千円   １勤務   260円  

〃  （乙）  渡海船の機関長として乗船勤務した職員       8万 6千円   １勤務   220円  

災害出動手当（甲）  
勤務時間外において災害のため現場出動を

した職員  
   172万 6千円  １時間  2,730円  
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手当の名称  主な支給対象職員及び支給対象業務  
支給実績       

(平成 26年度決算 ) 

左 記 職 員 に 対 す る   

支給単価  

災害出動手当（乙）  
勤務時間外において甲以外の災害出動をし

た職員  
  851万 8千円  １時間  2,130円  

死亡人処理手当  

（技能労務職）  

独居人、行旅死亡人等の死体処理に従事した

職員  
       0千円  １件   12,000円  

防疫作業手当  

（技能労務職）  

感染症の予防、感染症患者の収容等の作業に

従事した職員  
        0千円  日額      980円  

乗船手当  

（技能労務職）  
渡海船の甲板員として乗船勤務した職員      0千円   1勤務   160円  

災害出動手当（甲）  

（技能労務職）  

勤務時間外において災害のため現場出動を

した職員  
     0千円  １時間  2,730円  

  〃    （乙）  

（技能労務職）  

勤務時間外において甲以外の災害出動をし

た職員  
    0千円  １時間  2,130円  

犬ねこ等死体処理手当  

（技能労務職）  
犬ねこ等の死体処理に従事した職員      0千円  １体    500円  

消防業務手当  連続して８時間消防業務に従事した職員  1,220万 9千円  １回      430円  

災害出場手当  消火又は救助活動に従事した職員  91万 7千円  １回      500円  

救急業務手当  傷病者の搬送業務に従事した職員  583万 1千円  １回      410円  

高所作業手当  高所作業（訓練を除く。）に従事した職員  2万 3千円  １回      460円  

潜水作業手当  潜水作業（訓練を除く。）に従事した職員  4万 0千円  １回     5,000円  

 

 

（５）時間外勤務手当  

支給実績（平成 26年度決算）  1億 7,518万 2千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 26年度決算）  28万 3千円 

支給実績（平成 25年度決算）  1億 6,698万 7千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 25年度決算）  27万 2千円 

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給

対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 
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（６）その他の手当（平成２７年４月１日現在）  

 

手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度 と の 異

同 、 異 な る 内 容  

支 給 実 績

(平成26年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額  

（平成 26年度決算）  

扶 養 手 当  

配偶者             13,000 円  

配偶者以外１人につき   6,500 円  

配偶者がいない場合は、そのうち  

１人について      11,000 円  

特定扶養加算（ 16 歳～ 22 歳）  

 5,000 円  

同 じ  10,061万 7千円  244,215円  

住 居 手 当      

借家居住者   

支給限度額    27,000 円  

持家居住者      3,500 円  

異 な る  

国   

持 家 居 住 者  

支 給 な し  

5,111万 1千円  105,166円  

通 勤 手 当      

交通機関利用者（ＪＲ、バス等利用者）  

支給単位期間（最長６か月間）の通勤に

要する運賃等の額により支給  

支給限度額（月額）       55,000 円  

交通用具利用者（自動車、バイク等利用者） 

通勤距離（片道）により支給  

   2 ㎞以上   ～   5 ㎞未満    2,500 円  

   5 ㎞以上   ～  10 ㎞未満    4,200 円  

  10 ㎞以上   ～  15 ㎞未満    7,100 円  

  15 ㎞以上   ～  20 ㎞未満   10,000 円  

  20 ㎞以上   ～  25 ㎞未満   12,900 円  

  25 ㎞以上   ～  30 ㎞未満   15,800 円  

  30 ㎞以上   ～  35 ㎞未満   18,700 円  

  35 ㎞以上   ～  40 ㎞未満   21,600 円  

  40 ㎞以上   ～  45 ㎞未満   24,400 円  

  45 ㎞以上   ～  50 ㎞未満   26,200 円  

  50 ㎞以上   ～  55 ㎞未満   28,000 円  

  55 ㎞以上   ～  60 ㎞未満   29,800 円  

  60 ㎞以上                  31,600 円  

異 な る  

 国  

 交通用具利用者 

  2㎞ 以 上 ～  

  5㎞ 未 満  

   2 , 0 0 0円  

2,959万 4千円  37,270円  

管理職手当  

管理又は監督の地位にある職員に支給  

部長級     88,000 円  

次長級     66,000 円  

課長級     57,000 円  

主幹・技幹級  47,000 円  

副課長級    39,500 円  

同じ  

（ただし、職名と

支給額の設定は異

なる。）  

14,847万 4千円  589,179円  

管理職特別勤務手当 

管理職手当を支給される職員が、臨時

又は緊急の必要により週休日又は休日

に勤務した場合に支給  

役職に応じて 6,000円～ 12,000円 /１回

の額   

同 じ  193万 3千円  148,654円  
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手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度 と の 異

同 、 異 な る 内 容  

支 給 実 績

(平成26年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額  

（平成 26年度決算）  

宿日直手当  

職員が正規の勤務時間外又は週休日等

に宿直又は日直を行った場合に支給  

4,200 円 /１回  

同 じ  0千円  0円  

休日勤務手当 

休日等における正規の勤務時間中に勤

務した職員に支給  

勤務時間 1時間につき、 1時間当たりの

支給額に 100分の 135を乗じた額  

同 じ  3 , 9 2 4万 5千 円  4 1 3 , 1 0 0円  

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として午後 10 時から翌

日の午前 5 時までの間に勤務する職員

に支給  

勤務時間 1時間につき、 1時間当たりの

時間外勤務手当の割増率に 100分の 25

を加算して乗じた額  

同 じ  8 6 3万 3千 円  9 4 , 8 6 1円  

単身赴任手当 

公署を異にする異動等に伴い、住居を

移転し、やむを得ない事情により同居

していた配偶者と別居し、異動等の直

前の住居から異動等の直後の公署に通

勤することが距離等を考慮して困難で

あると認められ、単身で生活をするこ

とを常況とする職員に支給  

30,000 円に交通距離に応じた額を加算  

加算額  

 100 ㎞以上  ～    300 ㎞未満   6,000 円  

 300 ㎞以上  ～    500 ㎞未満  13,000 円  

 500 ㎞以上  ～    700 ㎞未満  20,000 円  

   700 ㎞以上  ～    900 ㎞未満  26,000 円  

   900 ㎞以上  ～  1,100 ㎞未満  33,000 円  

 1,100 ㎞以上  ～  1,300 ㎞未満  38,000 円  

1,300 ㎞以上  ～  1,500 ㎞未満  43,000 円  

1,500 ㎞以上  ～  2,000 ㎞未満  48,000 円  

2,000 ㎞以上  ～  2,500 ㎞未満  53,000 円  

2,500 ㎞以上  ～               58,000 円  

同 じ  2 0 3万 6千 円  2 9 0 , 8 5 8円  

特地勤務手当 

生活の著しく不便な地に所在する公署

等に勤務する職員に支給  

給料及び扶養手当の月額の合計額に

100 分の 6 を乗じて得た額  

同じ  

（ただし、支給割

合の設定は異なる

。）  

1 7 0万 3千 円  2 8 3 , 8 3 0円  
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５  特別職の報酬等の状況（平成２７年４月１日現在）  

 
区      分  給 料 月 額 等                     

給 

料 

市           長  

 

副     市     長  

 

                955,000円  

    （         円）  

                779,000円  

    （         円）  

（参考）類似団体における最高／最低額  

      1,070,000円／   465,500円  

 

        879,000円／    481,000円  

 

報 

酬 

議      長  

 

副   議   長  

 

議      員  

                571,000円  

    （         円）  

                517,000円  

    （         円）  

                481,000円  

   （         円）  

        760,000円／   432,000円  

 

        670,000円／   390,000円  

 

        620,000円／   355,000円  

 

期
末
手
当 

市           長  

副     市     長  

       （平成２６年度支給割合）  

                      3.1月分  

3.1月分  

 

議      長  

副   議   長  

議      員  

       （平成２６年度支給割合）  

                      3.1月分  

3.1月分  

3.1月分          

退
職
手
当 

市           長  

副     市     長  

    （算定方式）        （１期の手当額）    （支給時期）  

955,000円×在職月数×35/100      1,604万4,000円       任期毎 

779,000円×在職月数×25/100       934万 8,000円      任期毎      

       

備    考   

（注）１  給料及び報酬の（  ）内は、減額措置を行う前の金額です。  

２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４

年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。  
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６  職員数の状況  

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

区  分 職  員  数 対前年    

増減数 
主な増減理由 

部  門 平成 26 年 平成 27年 

 

普  

 

通  

 

会  

 

計  

 

部  

 

門  

 議  会   9 9   

一  総  務  159 161   2 地方創生推進室の新設  

般  税  務  55   57 2 愛媛地方税滞納整理機構への派遣  

行  民  生  146 146   

政  衛  生  52 53   1 保健師の欠員補充  

部  労  働      2     2   

門  農  水  27 25 △2   業務見直しによる減  

 商  工  15 15      

 土  木  97 97   

計  562  565 3 

＜参考＞  

人口１万人当たり職員数  45.81 人  

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 47.12人）  

教育部門 90 93 3 総合文化施設管理課の移管  

消防部門 129 130 1      消防体制の強化のための定員増  

小     計 781 788 7 

＜参考＞  

人口１万人当たり職員数  63.89 人  

（類似団体の人口１万人当たりの職員数 63.75人）  

公  

営会  

企計  

業部  

な門  

ど  

水  道  34 33 △1 再任用短時間勤務職員への置換  

交  通      7     6 △1 船員の欠員不補充  

下水道  20 19 △1 再任用短時間勤務職員への置換  

その他  51 51 1   法令基準対応による増  

小  計  112 110 △2     

合    計 
893 898   5 ＜参考＞  

[956] [956] [0] 人口１万人当たり職員数  72.81 人  

 （注）１  職員数は一般職に属する職員数です。  

    ２  [   ]内は、条例定数の合計です。  
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（２）年齢別職員構成の状況（平成２７年４月１日現在）  
 

          

 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 
～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

職員数 
   4 

  人 

41 

  人 

63 

  人 

55 

  人 

74 

  人 

93 

  人 

143 

  人 

116 

  人 

90 

  人 

131 

  人 

80 

人  

   8 

  人 

898 

  人 

割 合 
0.4 

  ％ 

4.6 

  ％ 

7.0 

  ％ 

6.1 

  ％ 

8.3 

  ％ 

10.4 

  ％ 

15.9 

  ％ 

12.9 

  ％ 

10.0 

  ％ 

14.6 

  ％ 

8.9 

  ％ 

0.9 

  ％ 

100.0

％          

 

（３）職員数の推移 

                                （単位：人・％） 

    年度  

部門別  22 年  23 年  24 年  25 年  26 年  27 年  
過去５年間  

 の増減数（率） 

一般行政  575 569 565 563 562 565 ▲ 10 （▲ 1.7％） 

教育   93  93  91  91  90  93 0 （   0.0％） 

消防  123 126 128 129 129 130    7   （ 5.7％） 

普通会計計  791 788 784 783 781 788 ▲ 3 （▲ 0.4％）  

公営企業等会計計  113 111 112 112 112 110 ▲ 3 （▲ 2.7％）  

総合計  904 899 896 895 893 898 ▲ 6 （▲ 0.7％）  

（注）１  各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  

２  平成２２年から平成２６年までの教育部門には、教育長を含みます。  

0  

2  

4  

6  

8  

10  

12  

14  

16  

18  

20  

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上 

構成比 

５年前の構

成比 

％  



- 14 - 

７  公営企業職員の状況  

（１）水道事業  

   ① 職員給与費の状況  

ア  決算 

区分 
総  費  用  

         Ａ 

純損益又は  

実質収支 

職員給与費  

         Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率    

Ｂ／Ａ  

 (参考 )25年度の

総費用に占める

職員給与費比率 

26年度 16億 5,665万 9千円 2億 6,612万 0千円 2億 6,990万 3千円  16.3％  20.3％  

 

区  分  
職員数  

Ａ  

給      与      費  
一 人 当 た り  

給与費  B / A  

 

 

 

 

(参 考 )市 町 村

平 均 一 人 当 た

り 給 与 費  
給   料  職員手当  期末・勤勉手当 計  Ｂ  

26年度  3 6人  1億 3,068万 7千円  2,945万 2千円  3,554万 3千円  1億 9,568万 2千円  543万 6千円  621万 9千円  

（注）１ 職員手当には退職給与金は含まれていません。 

     ２ 職員数は、平成２７年３月３１日現在の人数です。 

   

  イ 特記事項 

 

②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）  

区  分  平 均 年 齢      基本給  平均月収額  

新居浜市水道事業  41.5歳  334,201円 469,144円 

団体平均  44.9歳  348,021円 517,229円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます 。  

 

③ 職員の手当の状況  

ア  期末手当・勤勉手当  

新居浜市水道事業  新居浜市（企業職員を除く）  団体平均  

１人当たり平均支給額     

(平成 26年度）   104万 6千円  

１人当たり平均支給額  

(平成 26年度 )  147万 0千円  

１人当たり平均支給額  

(平成 26年度 )  148万 4千円  

（平成 26年度支給割合）  

  期末手当     勤勉手当  

  2 . 6 0月分    1 . 5月分    

( 1 . 4 5月分 )  ( 0 . 7月分 ) 

（平成 26年度支給割合）     

   期末手当      勤勉手当  

   2.60月分      1.5月分  

( 1 . 4 5月分 )  ( 0 . 7月分 ) 

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置  

役職加算   5～ 20％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置  

役職加算   5～ 20％  

 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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イ  退職手当（平成２７年４月１日現在）  

新居浜市水道事業  新居浜市（企業職員除く）  団体平均  

（支給率）      自己都合    早期・定年  

勤続２０年      20.445月分  25.55625月分  

勤続２５年      29.145月分   34.5825月分  

勤続３５年      41.325月分     49.59月分  

最高限度額       49.59月分     49.59月分  

その他の加算措置    なし     あり※  

※定年前早期退職特別措置  

（ 2～ 4 5％ 加 算 ）  

1人当たり平均  

支給額              支給なし  

（支給率）      自己都合    早期・定年  

勤続２０年      20.445月分  25.55625月分  

勤続２５年      29.145月分   34.5825月分  

勤続３５年      41.325月分     49.59月分  

最高限度額       49.59月分     49.59月分  

その他の加算措置    なし     あり※  

※定年前早期退職特別措置  

（ 2～ 4 5％ 加 算 ）  

1人当たり平均  

支給額    184万 3千 円  2 , 2 7 7万 6千 円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1人当たり  

平均支給額  

1,528万 6千円  

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された

平均額です。 

 

ウ  地域手当（平成２７年４月１日現在）  

支  給  実  績（平成 26年度決算）  支給なし  

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 支給なし  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数  国の制度（支給率） 

東京都特別区  18％     0人  18％  

香川県高松市  4％  0人  4％  

 

エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）  

支給実績（平成26年度決算） 39万3千円 

支給職員１人当たり平均支給年額 (平成26年度決算 ) 2万5千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 (平成26年度) 44.4％ 

手当の種類（手当数）                     5 

手当の名称 主  な  支  給  対  象  職  員  
支給実績       

(平成 26年度決算 ) 

左記職員に対する支給

単価  

特殊現場作業手当 
受水槽検査業務等の特殊現場作業

に従事した職員 
34万 5千円 日額     450円 

緊急出動手当 
勤務時間外に緊急業務のため呼出

しを受け出動した職員 
4万 8千円 

１回   2,000円 

又は 1,000円 

（勤務開始時間による）  

停水処分手当 停水処分に従事した職員  0千円   １件      730円 

滞納整理手当 
水道料金等の滞納整理事務のため

２時間以上外出勤務した職員  
0千円    日額      370円 

用地交渉業務手当 
用地の取得、補償等の交渉業務のた

め外出勤務した職員 
0千円    日額      180円 
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オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成 26年度決算）  1,698万 3千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 26年度決算）  70万 8千円 

支給実績（平成 25年度決算）  1,560万 3千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成 25年度決算）  57万 8千円 

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支

給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。  

 

カ その他の手当（平成２７年４月１日現在）  

 

手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度 と の 異

同 、 異 な る 内 容  

支 給 実 績

(平成26年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額  

（平成 26年度決算）  

扶 養 手 当  

配偶者             13,000 円  

配偶者以外１人につき   6,500 円  

配偶者がいない場合は、そのうち  

１人について      11,000 円  

特定扶養加算（ 16 歳～ 22 歳）  

 5,000 円  

同 じ  442万 4千円  276,500円  

住 居 手 当      

借家居住者   

支給限度額    27,000 円  

持家居住者      3,500 円  

異 な る  

国   

持 家 居 住 者  

支 給 な し  

181万 2千円  106,588円  

通 勤 手 当      

交通機関利用者（ＪＲ、バス等利用者）  

支給単位期間（最長６か月間）の通勤に

要する運賃等の額により支給  

支給限度額（月額）       55,000 円  

交通用具利用者（自動車、バイク等利用者） 

通勤距離（片道）により支給  

2 ㎞以上   ～   5 ㎞未満    2,500 円  

   5 ㎞以上   ～  10 ㎞未満    4,200 円  

  10 ㎞以上   ～  15 ㎞未満    7,100 円  

  15 ㎞以上   ～  20 ㎞未満   10,000 円  

  20 ㎞以上   ～  25 ㎞未満   12,900 円  

  25 ㎞以上   ～  30 ㎞未満   15,800 円  

  30 ㎞以上   ～  35 ㎞未満   18,700 円  

  35 ㎞以上   ～  40 ㎞未満   21,600 円  

  40 ㎞以上   ～  45 ㎞未満   24,400 円  

  45 ㎞以上   ～  50 ㎞未満   26,200 円  

  50 ㎞以上   ～  55 ㎞未満   28,000 円  

  55 ㎞以上   ～  60 ㎞未満   29,800 円  

  60 ㎞以上                  31,600 円  

異 な る  

 国  

 交通用具利用者 

  2㎞ 以 上 ～  

  5㎞ 未 満  

   2 , 0 0 0円  

118万 2千円  35,818円  
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手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度 と の 異

同 、 異 な る 内 容  

支 給 実 績

(平成26年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額  

（平成 26年度決算）  

管理職手当  

管理又は監督の地位にある職員に支給  

部長級     88,000 円  

次長級     66,000 円  

課長級     57,000 円  

主幹・技幹級  47,000 円  

副課長級    39,500 円  

同じ  

（ただし、職名と

支給額の設定は異

なる。）  

465万 8千円  582,250円  

管理職特別勤務手当 

管理職手当を支給される職員が、臨時

又は緊急の必要により週休日又は休日

に勤務した場合に支給  

役職に応じて 6,000円～ 12,000円 /１回

の額   

同 じ  0千円  0円  

宿日直手当  

職員が正規の勤務時間外又は週休日等

に宿直又は日直を行った場合に支給  

4,200 円 /１回  

同 じ  0千円  0円  

休日勤務手当 

休日等における正規の勤務時間中に勤

務した職員に支給  

勤務時間 1時間につき、 1時間当たりの

支給額に 100分の 135を乗じた額  

同 じ  0千円  0円  

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として午後 10 時から翌

日の午前 5 時までの間に勤務する職員

に支給  

勤務時間 1時間につき、 1時間当たりの

時間外勤務手当の割増率に 100分の 25

を加算して乗じた額  

同 じ  0千円  0円  

単身赴任手当 

公署を異にする異動等に伴い、住居を

移転し、やむを得ない事情により同居

していた配偶者と別居し、異動等の直

前の住居から異動等の直後の公署に通

勤することが距離等を考慮して困難で

あると認められ、単身で生活をするこ

とを常況とする職員に支給  

30,000 円に交通距離に応じた額を加算  

加算額  

 100 ㎞以上  ～    300 ㎞未満   6,000 円  

 300 ㎞以上  ～    500 ㎞未満  13,000 円  

 500 ㎞以上  ～    700 ㎞未満  20,000 円  

   700 ㎞以上  ～    900 ㎞未満  26,000 円  

   900 ㎞以上  ～  1,100 ㎞未満  33,000 円  

 1,100 ㎞以上  ～  1,300 ㎞未満  38,000 円  

1,300 ㎞以上  ～  1,500 ㎞未満  43,000 円  

1,500 ㎞以上  ～  2,000 ㎞未満  48,000 円  

2,000 ㎞以上  ～  2,500 ㎞未満  53,000 円  

2,500 ㎞以上  ～                58,000 円  

同 じ  0千円  0円  



- 18 - 

 

手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度 と の 異

同 、 異 な る 内 容  

支 給 実 績

(平成26年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額  

（平成 26年度決算）  

特地勤務手当 

生活の著しく不便な地に所在する公署

等に勤務する職員に支給  

給料及び扶養手当の月額の合計額に

100 分の 6 を乗じて得た額  

同じ  

（ただし、支給割

合の設定は異なる

。）  

0千 円  0円  

 

（２）工業用水道事業  

   ① 職員給与費の状況  

ア  決算 

区分 
総  費  用  

         Ａ 

純損益又は  

実質収支 

職員給与費  

         Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率    

Ｂ／Ａ  

 (参考 )25年度の

総費用に占める

職員給与費比率 

26年度 2億 0,993万 1千円 1,922万 9千円 4,079万 7千円  19.4％  31.0％  

 

区  分  
職員数  

Ａ  

給      与      費  
一 人 当 た り  

給与費  B / A  

 

 

 

 

(参 考 )市 町 村

平 均 一 人 当 た

り 給 与 費  
給   料  職員手当    期末・勤勉手当 計  Ｂ  

26年度  6人  2,120万 4千円  352万 1千円  551万 6千円  3,024万 1千円  504万 0千円  619万 4千円  

（注）１  職員手当には退職給与金は含まれていません。  

２  職員数は、平成２７年３月３１日現在の人数です。  

 

②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２７年４月１日現在）  

区  分  平 均 年 齢      基本給  平均月収額  

新居浜市工業用水道事業  48.1歳  381,277円 468,198円 

団体平均  43.4歳  345,522円 519,450円 

（ 注 ） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 

   ③ 職員の手当の状況  

ア  期末手当・勤勉手当  

新居浜市工業用水道事業  新居浜市（企業職員を除く）  団体平均  

１人当たり平均支給額     

(平成 26年度）   175万 4千円  

１人当たり平均支給額  

(平成 26年度 )  147万 0千円  

１人当たり平均支給額  

(平成 26年度 )  145万 8千円  

（平成 26年度支給割合）  

  期末手当     勤勉手当  

  2 . 6 0月分    1 . 5月分    

( 1 . 4 5月分 )  ( 0 . 7月分 ) 

（平成 26年度支給割合）      

  期末手当      勤勉手当  

   2.60月分      1.5月分  

( 1 . 4 5月分 )  ( 0 . 7月分 ) 

 

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置  

役職加算   5～ 20％  

（加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置  

役職加算   5～ 20％  

 

（注）（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。  
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イ 退職手当（平成２７年４月１日現在）  

新居浜市工業用水道事業  新居浜市（企業職員除く）  団体平均  

（支給率）      自己都合    早期・定年  

勤続２０年      20.445月分  25.55625月分  

勤続２５年      29.145月分   34.5825月分  

勤続３５年      41.325月分     49.59月分  

最高限度額       49.59月分     49.59月分  

その他の加算措置    なし     あり※  

※定年前早期退職特別措置  

（ 2～ 4 5％ 加 算 ）  

1人当たり平均  

支給額              支給なし  

（支給率）      自己都合    早期・定年  

勤続２０年      20.445月分  25.55625月分  

勤続２５年      29.145月分   34.5825月分  

勤続３５年      41.325月分     49.59月分  

最高限度額       49.59月分     49.59月分  

その他の加算措置    なし     あり※  

※定年前早期退職特別措置  

（ 2～ 4 5％ 加 算 ）  

1人当たり平均  

支給額    184万 3千 円  2 , 2 7 7万 6千 円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1人当たり  

平均支給額  

597万 9千円  

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２６年度に退職した職員に支給された

平均額です。 

  

ウ  地域手当（平成２７年４月１日現在）  

支  給  実  績（平成 26年度決算）  支給なし  

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 支給なし  

支給対象地域  支給率  支給対象職員数   国の制度（支給率）  

東京都特別区  18％     0人  18％  

香川県高松市  4％  0人  4％  

 

エ 特殊勤務手当（平成２７年４月１日現在）  

支給実績（平成26年度決算） 12万5千円 

支給職員１人当たり平均支給年額 (平成26年度決算 ) 4万2千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 (平成26年度) 50.0％ 

手当の種類（手当数）                     5 

手当の名称 主  な  支  給  対  象  職  員  
支給実績       

(平成 26年度決算 ) 

左記職員に対する支給

単価  

特殊現場作業手当 
受水槽検査業務等の特殊現場作業

に従事した職員 
12万 5千円 日額     450円 

緊急出動手当 
勤務時間外に緊急業務のため呼出

しを受け出動した職員 
0千円  

１回   2,000円 

又は 1,000円 

（勤務開始時間による）  

停水処分手当 停水処分に従事した職員  0千円   １件      730円 

滞納整理手当 
水道料金等の滞納整理事務のため

２時間以上外出勤務した職員  
0千円    日額      370円 

用地交渉業務手当 
用地の取得、補償等の交渉業務のた

め外出勤務した職員 
0千円    日額      180円 
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オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成26年度決算） 45万6千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 15万2千円 

支給実績（平成25年度決算） 140万3千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 23万4千円 

（注）１  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。  

２  職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支

給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。  

 

カ その他の手当（平成２７年４月１日現在）  

 

手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度 と の 異

同 、 異 な る 内 容  

支 給 実 績

(平成26年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額  

（平成 26年度決算）  

扶 養 手 当  

配偶者             13,000 円  

配偶者以外１人につき   6,500 円  

配偶者がいない場合は、そのうち  

１人について      11,000 円  

特定扶養加算（ 16 歳～ 22 歳）  

 5,000 円  

同 じ  76万 2千円  190,500円  

住 居 手 当      

借家居住者   

支給限度額    27,000 円  

持家居住者      3,500 円  

異 な る  

国   

持 家 居 住 者  

支 給 な し  

12万 6千円  31,500円  

通 勤 手 当      

交通機関利用者（ＪＲ、バス等利用者）  

支給単位期間（最長６か月間）の通勤に

要する運賃等の額により支給  

支給限度額（月額）       55,000 円  

交通用具利用者（自動車、バイク等利用者） 

通勤距離（片道）により支給  

2 ㎞以上   ～   5 ㎞未満    2,500 円  

   5 ㎞以上   ～  10 ㎞未満    4,200 円  

  10 ㎞以上   ～  15 ㎞未満    7,100 円  

  15 ㎞以上   ～  20 ㎞未満   10,000 円  

  20 ㎞以上   ～  25 ㎞未満   12,900 円  

  25 ㎞以上   ～  30 ㎞未満   15,800 円  

  30 ㎞以上   ～  35 ㎞未満   18,700 円  

  35 ㎞以上   ～  40 ㎞未満   21,600 円  

  40 ㎞以上   ～  45 ㎞未満   24,400 円  

  45 ㎞以上   ～  50 ㎞未満   26,200 円  

  50 ㎞以上   ～  55 ㎞未満   28,000 円  

  55 ㎞以上   ～  60 ㎞未満   29,800 円  

  60 ㎞以上                  31,600 円  

異 な る  

 国  

 交通用具利用者 

  2㎞ 以 上 ～  

  5㎞ 未 満  

   2 , 0 0 0円  

12万 5千円  41,667円  
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手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度 と の 異

同 、 異 な る 内 容  

支 給 実 績

(平成26年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額  

（平成 26年度決算）  

管理職手当  

管理又は監督の地位にある職員に支給  

部長級     88,000 円  

次長級     66,000 円  

課長級     57,000 円  

主幹・技幹級  47,000 円  

副課長級    39,500 円  

同じ  

（ただし、職名と

支給額の設定は異

なる。）  

192万 8千円  642,667円  

管理職特別勤務手当 

管理職手当を支給される職員が、臨時

又は緊急の必要により週休日又は休日

に勤務した場合に支給  

役職に応じて 6,000円～ 12,000円 /１回

の額   

同 じ  0千円  0円  

宿日直手当  

職員が正規の勤務時間外又は週休日等

に宿直又は日直を行った場合に支給  

4,200 円 /１回  

同 じ  0千円  0円  

休日勤務手当 

休日等における正規の勤務時間中に勤

務した職員に支給  

勤務時間 1時間につき、 1時間当たりの

支給額に 100分の 135を乗じた額  

同 じ  0千円  0円  

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として午後 10 時から翌

日の午前 5 時までの間に勤務する職員

に支給  

勤務時間 1時間につき、 1時間当たりの

時間外勤務手当の割増率に 100分の 25

を加算して乗じた額  

同 じ  0千円  0円  

単身赴任手当 

公署を異にする異動等に伴い、住居を

移転し、やむを得ない事情により同居

していた配偶者と別居し、異動等の直

前の住居から異動等の直後の公署に通

勤することが距離等を考慮して困難で

あると認められ、単身で生活をするこ

とを常況とする職員に支給  

30,000 円に交通距離に応じた額を加算  

加算額  

 100 ㎞以上  ～    300 ㎞未満   6,000 円  

 300 ㎞以上  ～    500 ㎞未満  13,000 円  

 500 ㎞以上  ～    700 ㎞未満  20,000 円  

   700 ㎞以上  ～    900 ㎞未満  26,000 円  

   900 ㎞以上  ～  1,100 ㎞未満  33,000 円  

 1,100 ㎞以上  ～  1,300 ㎞未満  38,000 円  

1,300 ㎞以上  ～  1,500 ㎞未満  43,000 円  

1,500 ㎞以上  ～  2,000 ㎞未満  48,000 円  

2,000 ㎞以上  ～  2,500 ㎞未満  53,000 円  

2,500 ㎞以上  ～                58,000 円  

同 じ  0千円  0円  
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手  当  名  

 

内容及び支給単価  
国 の 制 度 と の 異

同 、 異 な る 内 容  

支 給 実 績

(平成26年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額  

（平成 26年度決算）  

特地勤務手当 

生活の著しく不便な地に所在する公署

等に勤務する職員に支給  

給料及び扶養手当の月額の合計額に

100 分の 6 を乗じて得た額  

同じ  

（ただし、支給割

合の設定は異なる

。）  

0千 円  0円  

 


